
－ 1 －

2014. 10.

　　　（主な内容）

No. 684平成26年10月10日発行．毎月1回10日発行．昭和45年7月30日　　©2014　一般社団法人　中央調査社

　　　（主な内容）

○ 絆が壊れる？
―３つの社会関係資本全国調査からみた

2003 年から 2013 年の変化とその含意― .....  1

○ 告 知 板.........................................................  8

社会関係資本とはなにか
　筆者はこの15年間、社会関係資本（ソーシャル・
キャピタル）を研究テーマにしている。これは、
簡単にいえば「絆」なのだが、筆者はもう少し広
義に、行為の当事者以外の第三者へも影響（経
済学でいう外部性）をもつ信頼・お互い様の規範

（難しくいうと互酬性、r e c i p r o c i t y）・ネット
ワークなどを対象にしている。「絆」は多くの場
合、望ましい含意をもって使われているが、「絆」
自体の本来の意味は、『広辞苑』によれば、「馬・犬・
鷹など、動物をつなぎとめる綱」である。軛であ
り、しがらみでもある。つまりよいことばかりで
はない。筆者は、よい面も悪い面もあわせて研
究対象にしているが、もちろん、できればその
よい面を生かすような施策はないものかという
点に興味がある。
　もちろん、信頼も、お互い様の規範も、ネッ
トワークも、すでにそれぞれ研究の蓄積が山の
ようにあるので、それぞれを単体で研究対象と
するのではなく、すべてを扱うこと、つまり広
義の社会関係資本に意義があると考えている。

ただ、信頼、規範、ネットワークを個別にとら
えて社会関係資本とする識者も多い。私はこれ
を狭義の社会関係資本と呼んでいるが、世界の
趨勢では、むしろ狭義の社会関係資本を研究対
象とするものの方が多い。
　これは、信頼・規範・ネットワークとすると、
あまりにも広範であり、論文を書くことが、難
しいという事情もある。たとえば、社会全般へ
の信頼とお互い様の規範をそれぞれ一般的信頼
と一般的互酬性、特定の個人や組織への信頼と
お互い様の規範をそれぞれ特定化信頼と特定化
互酬性と区別して呼んでいるのだが、経済学の
分類でいえば、一般的信頼や一般的互酬性は公
共財、特定化信頼や特定化互酬性は特定のグルー
プのなか、つまり仲間内でのクラブ財（準公共財）
である。また、人と人との間のネットワークは、
コネと呼ばれるように、基本的に私的財である。
つまり、図表１に示すように、広義の社会関係
資本は、公共財、準公共財、私的財のすべてを
網羅する概念で、これを一元的にとらえるのは
たやすいことではない。しかし、筆者はやはり
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広義の社会関係資本を考えることが、コミュニ
ティの特性を理解するには大変重要と考えてお
り、「社会関係資本の樹」という概念を提唱し始
めているのだが、本稿では紙幅の関係で紹介で
きない。「社会関係資本の樹」は別の機会に言及
し、今回は内閣府と筆者が実施したアンケート
調査からみた広義の社会関係資本の変化を紹介
し、その背景についての筆者の理解を述べたい。

社会関係資本調査
　筆者は2010年と2013年の2度にわたり郵送
法により社会関係資本調査『暮らしの安心・信
頼・社会参加に関するアンケート調査』を実施し、
2010年には1599通、2013年には3575通の有
効回答を得た。2013年調査の実施概要は以下の
通りである。
1調査目的と設問

［目的］
　外部性をともなう信頼・規範・ネットワーク
である社会関係資本を、一般的信頼、特定化信頼、
ネットワーク（つきあい・社会参加）の観点から
明らかにする。あわせて、社会関係資本と健康

（主観的健康、生活での積極性＝抑うつ度 ）との
関連を検証する。社会関係資本には信頼・互酬
性など認知的なものと、社会交流・社会参加の
側面からみたネットワークなどの構造的なもの
にわかれるが、本調査は双方を調査対象として
いる。

［調査内容・設問］
問１　一般的信頼（9段階回答）

特定化互酬性（3段階回答）

一般的互酬性（3段階回答）
問２　近所づきあいの程度と人数（4段階回答）

友人・知人、親戚、同僚とのつきあい
の頻度（5段階回答）

問３　地域での活動状況
地縁的な活動への参加（7段階回答）
スポーツ・趣味・娯楽活動への参加（7
段階回答）
ボランティア・N P O・市民活動への参
加（7段階回答）
その他の団体活動への参加（7段階回答）
最も頻繁に参加している活動とその特性

問４　生活の状況
主観的生活満足度（5段階回答）
日常生活での心配事（17項目、5段階回
答）
特定化信頼（11対象、5段階回答）
主観的健康感（4段階回答）
抑うつ度（K6、6項目5段階回答）
成人期以後の学習（3項目、5段階回答）
日常社会生活における9項目への対処（5
段階回答）

問５　寄付・募金活動について
寄付の対象と金額

問６　不正への許容度（4項目、10段階回答）
問７　回答者の属性

性別、年齢、職業、居住形態、居住年数、
同居人の有無と人数

　本調査の設問は、基本的に2003年に内閣府
国民生活局が株式会社日本総合研究所へ委託し
て実施したソーシャル・キャピタル調査研究会

（委員長　山内直人大阪大学教授）アンケート調
査に準拠しているが、その後、多くの改訂を行っ
ている。今回調査の内容・形式については、日
本大学医学部倫理委員会の審査を受審し、承認
を得ている。
2調査・実施主体

日本大学法学部　稲葉陽二研究室

図表１　社会関係資本の概念整理：3つの社会関係資本

私的財としての社会関係資本：
個人間等のネットワーク  

社会構造 

マクロ 

価値観

公共財としての社会関係資本：
社会全般への信頼・規範

クラブ財としての社会関係資本：
特定の個人間・グループ内での
信頼・規範（含む互酬性） 

ガバナンス関連の
成文法･規則など 

ミクロ 
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アンケートの実施は一般社団法人中央調査社
に委託

3調査関連期間
調査票の検討　2013年4月～ 6月
調査の倫理面からの審査　2013年6月20日
～ 7月23日
調査実施期間　2013年10月10日～ 11月8日

4母集団と調査対象者、対象者のサンプリング方法
［調査方法］2段階無作為抽出郵送法（配付・回
収とも）

［母集団］全国の20歳から79歳の居住者
［対象者］全国100地点における居住者10,000名
［サンプリング方法］全国100地点を無作為抽
出し、さらにそれぞれの地点の住民基本台帳

から20歳から79歳の居住者100人を無作為
抽出

5調査配票数・回収数・回収率
［配票数］10,000票
［回収数］3,575票（無効票なし）
［有効回収数］35.75% （3,575票／ 10,000票）

6調査実施メンバー
研究代表者　稲葉陽二、研究分担者　石田光
規、石田祐、小藪明生、菅野剛、西川雅史、
露口健司、研究協力者　林文、市田行信、緒
方淳子、調査実施と回答の入力は一般社団法
人中央調査社に委託

7記述統計量と回答者の属性
図表2参照

N 平均・
構成比（%） 標準偏差ほか 範 囲

性　　別
男　性 1628 45.5
女　性 1947 54.5

年　　齢 3575 53.5歳 15.8 20-79

職　　業

自営業 341 9.5
経営者 87 2.4
民間・団体勤め人

（正規社員） 820 22.9 最頻値

民間・団体勤め人
（契約・派遣社員） 195 5.5

公務員・教員 168 4.7
臨時・パート勤め人 536 15.0
学　生 61 1.7
無　職 588 16.4
専業主婦・主夫 594 16.6
その他 94 2.6

居住形態
持ち家 2747 76.8
借　家 721 20.2

居住年数 3484 25.5年 0-79

同居人数
単　身 346 9.7
同居人あり 3155 88.3

最終学歴

小中学校 375 10.5
高等学校 1438 40.2 中位値・最頻値
専修学校ほか 407 11.4
高専・短大 383 10.7
大学 844 23.6
大学院 81 2.3

世帯年収

200万円未満 354 9.9
200～400万円未満 1051 29.4 最頻値
400～600万円未満 816 22.8 中位値
600～800万円未満 497 13.9
800～1,000万円未満 329 9.2
1,000～1,200万円未満 147 4.1
1,200万円以上 145 4.1

図表2　2013年調査記述統計量　回答者の属性
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日本の社会関係は10年間でどう変わったか
－2003年、2010年、2013年３調査の比較
　上述のとおり、本調査の設問は基本的に2003
年に内閣府国民生活局が株式会社日本総合研究
所へ委託して実施したソーシャル・キャピタル
調査研究会（委員長　山内直人大阪大学教授）ア
ンケート調査に準拠している。また、2010年に
は筆者が郵送法による全国調査を実施している。
両調査の設問の大部分は今回実施した2013年
調査にも含まれているので、これらの調査との
比較が可能である。

2010年調査との比較
　今回実施した2013年調査は「旅先での信頼」「ス
ポーツ・趣味・娯楽活動への参加」を除き、図表

3に示されるすべての項目で2010年全国調査を
下回っている。とくに特定の対象に対する信頼

（「特定化信頼」）は「友人・知人への信頼」が9.3％
ポイント、「近所の人々への信頼」が8.6％ポイン
ト、「親戚への信頼」が8.5％ポイント、「職場の
同僚への信頼」が7.7％ポイント、いずれも2010
年調査に比べて大幅に低下している。このほか、

「近所づきあい」をはじめとする日常のつきあい
の頻度が軒並み低下している。ただし、「一般的
信頼」は2010年とほぼ同水準となっている。ボ
ランティア・N P Oなどの団体参加率、地縁的
活動への参加もわずかではあるが低下している。
要するに、①社会全体への一般的信頼は比較的
安定しているものの、②ネットワークを主体と
する構造的な社会関係資本（日常のつきあいや団

類型 一般的信頼 (Trust) 特定化信頼 (Trustworthiness) ネットワークつきあい ネットワーク団体参加

設問
一般的

な
信頼

旅先
での
信頼

近所の
人々
への
信頼

家族
への
信頼

親戚
への
信頼

友人・
知人へ
の信頼

職場の
同僚へ
の信頼

近所づ
きあい
の程度

近所づ
きあい
の人数

友人・知人
とのつき
あい頻度

親戚との
つきあ
い頻度

職場の
同僚との
つきあい

頻度

地縁
活動

スポーツ
・趣味・
娯楽活動

ボランティア
・

NPO・
市民活動

サンプル
数

ほとんど 
信頼で
きる

ほとんど 
信頼で
きる

頼りに
なる

頼りに
なる

頼りに
なる

頼りに
なる

頼りに
なる

生活面で
協力・
立話

かなり多い・
ある程度
と面識

日常的・
ある程度
頻繁

日常的・
ある程度
頻繁

日常的・
ある程度
頻繁

参加
して
いる

参加
して
いる

参加
して
いる

全国
調査

（2013 年）
3,575 26.9 22.0 31.9 84.1 58.2 60.4 28.8 59.0 56.8 45.2 32.9 17.2 50.7 55.8 30.1 

全国
調査

（2010 年）
1,599 27.9 21.3 40.5 89.1 66.7 69.7 36.5 60.4 59.5 49.2 38.0 22.1 51.8 52.0 32.1 

全国
調査

(2003 年）
1,878 24.8 18.9 43.1 90.1 63.8 73.7 42.9 70.1 67.7 57.7 37.1 25.4 35.5 30.9 16.8 

2010
から

2013
への変化

-1.0 0.7 -8.6 -5.0 -8.5 -9.3 -7.7 -1.4 -2.7 -4.0 -5.1 -4.9 -1.1 3.8 -2.0 

2003
から

2013
への変化

2.1 3.1 -11.2 -6.0 -5.6 -13.3 -14.1 -11.1 -10.9 -12.5 -4.2 -8.2 15.2 24.9 13.3 

図表3　社会関係資本調査　2003年、2010年、2013年の比較
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社会関係資本調査集計値の推移2003年から2013年。過去10年間で、団体参加率は大幅に上昇し、一般的信頼は安定しているが、
特定化信頼は低下し、つきあいの頻度・程度は大幅に低下。また、2010年から2013年の間は、特定化信頼の低下が顕著。

2003年内閣府郵送法調査
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体参加）が低下し、同時に③認知的ではあるが
構造的な社会関係資本の影響を受けやすい特定
化信頼（仲間内の信頼）も大きく低下している。
2011年の東日本大震災の影響から、「絆」の重
要性がマスコミ等で喧伝された事実に鑑みれば、
震災後、社会関係資本がより醸成されたとする
仮説が一般的に受容されるであろうが、本調査
結果をみる限りこの仮説は成立していない。

2003年調査との比較
　この2010年調査から2013年調査への変化、
つまり、①社会全般への一般的信頼は比較的安
定し、②ネットワークを主体とする日常の付き合
いや団体参加などの構造的な社会関係資本が低
下し、同時に③認知的ではあるが構造的な社会
関係資本の影響を受けやすい仲間内の信頼であ
る特定化信頼も大きく低下している点は、団体
参加を除き、より長期間をとってみても観察さ
れる。すなわち、2013年調査の結果を、2003
年内閣府郵送法調査のそれと比較すると、図表3
の下段に示されるように、2003年から2013年
の10年間で「一般的信頼」は2.1％ポイント上昇
しているのに対し、「特定化信頼」は軒並み低下
している。「近所の人々への信頼」は11.2％ポイ
ント、「友人・知人への信頼」は13.3％ポイント、

「職場の同僚への信頼」は14.1％ポイントといず
れも大幅に低下した。また、もともと高水準に
ある「家族への信頼」、「親戚への信頼」も、それ
ぞれ6.0％ポイント、5.6％ポイント低下している。
　また、日常のつきあいが低下するという変化
は、2003年から2013年のより長期間をとって
みても観察される。「近所づきあい」では、「生
活面で協力」と「立ち話程度はする」の合計は
11.1％ポイント、「実際の面識の程度（近所づき
あいの人数）」が10年間で10.9％ポイントもそれ
ぞれ低下している。同様に「友人・知人とのつき
あいの頻度」が12.5％ポイントの大幅低下となっ
ている。また、「親戚とのつきあいの頻度」も10
年間でみれば、4.2％ポイント低下している。ま

た「職場の同僚とのつきあい」も8.2%ポイントの
大幅低下をみた。
　その一方で、団体参加率は「地縁的な活動」が
15.2％ポイント上昇し、「スポーツ・趣味・娯楽
活動への参加率」も24.9％ポイントも上昇してい
る。「ボランティア・NPO・市民活動への参加率」
は、2010年以降微減したが、10年間ではプラ
ス13.3％ポイントとなっている。ただし、団体
参加率の上昇は、大部分が年に数回程度の参加
者が増えたことに起因する。
　つまり、10年間では、認知的な社会関係資本
である一般的信頼は安定し、構造的な社会関係
資本でも団体参加率は大幅に上昇したが、これ
も「年に数回程度」の軽度の参加が大幅に増えた
ためであり、毎日の生活の中で接する隣人、友人・
知人、職場の同僚、家族、親戚などとの実質的
なつきあいは大幅に減り、これら日常で接する
組織や人々に対する特定化信頼は大幅に毀損し
たことを示唆する結果となっている。

回答分布の比較―まとめ
2003年調査、2010調査、2013調査はいずれ
も20歳から79歳の居住者を対象としており、
母集団推計には十分なサンプル数を得ている。
また、2010年調査と2013調査は回答者の属性
も同一である。2003年調査は、20歳代の回答
者の比率が2010年調査・2013年調査と比較し
て高いが、これは、この間の人口構成の変化と
整合している。3調査の差は、サンプルバイアス
に起因するとは考えにくい。
　2010年から2013年のわずか3年の間に、一
般的信頼を除いたネットワークを主体とする構
造的な社会関係資本と、認知的ではあるが構造
的な社会関係資本の影響を受けやすい特定化信
頼が大きく変化していることになる。2010年と
2013年の間の社会経済環境における大きな変化
は、東日本大震災をはじめとする天災であるが、
一般的には、東日本大震災は人々の間に絆の重
要性を再認識させたと評価されており、絆を社
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会関係資本と解釈すれば、この3年間でむしろ
社会関係資本の指標は強化される方向への変化
が期待されていたが、本調査の結果ではこれと
まったく反対の変化が生じていることになる。
　さらに2003年から2013年の10年間では、
認知的な社会関係資本である一般的信頼は安定
し、構造的な社会関係資本でも団体参加率は大
幅に上昇したが、これも「年に数回程度」の軽度
の参加が大幅に増えたためであり、毎日の生活
のなかで接する隣人、友人・知人、職場の同僚、
家族、親戚などとの実質的なつきあいは大幅に
減り、認知的な社会関係資本でもこれら日常で
接する組織や人々に対する特定化信頼は大幅に
毀損したことを示唆する結果となっている。

10年間の変化はなにに起因するのか
　 以 上 の ように、 回 答 分 布 で み た2003年、
2010年、2013年の3時点における調査の結果
は大幅に異なるが、これら3調査の結果は統計
的に有意に異なるのだろうか。ここでは詳細な
説明は紙幅の関係で割愛するが、3調査間の差
異をみるために統計手法（ノンパラメトリック
検定）を用いて検討を行うと、2003年調査と
2013年調査との間では、調査対象としている社
会関係資本の構成要素のほとんどすべてで、統
計的に有意な差がみられる。また、東日本大震
災をはさんだ2010年調査と2013年調査との比
較では、有意差がみられない（回答パターンがか
わならい）のは「一般的信頼」、特定化信頼のな
かの「近所の人々への信頼」、「近所づきあいの程
度」、団体参加のうち「地縁的活動」だけである。
　要するに、社会関係資本の構成要素に関する
回答は2003年調査、2010年調査、2013年調
査の3調査の間で、社会関係資本を構成する多
くの要素で、統計的に有意な変化が生じており、
とくに2003年調査と2013年調査では、「職場
の同僚とのつきあい」を除き大きく変化している。
　それでは、2003年調査と2013年調査との違
いはどこに起因しているのであろうか。上記の

回答者の属性でみると、①高齢化、②低所得化、
③雇用形態の変化、④2013年調査回答者にお
ける女性比率の上昇、がみられる。したがって、
年齢階層別、男女別、所得階層別、最終学歴、
職業別の5つの観点から有意差の有無を検定し
てみた。結論からいうと、2003年から2013年
の間の変化は、性別、年齢階層別でみた場合、
基本的にすべての階層で有意な差がみられるの
で、性別、高齢化の影響によるものとはいいが
たい。しかし、所得階層別にみた場合は、高所
得層では変化が少ないのに、中低所得層は10年
間で回答パターンが大きく変化していた。また、
最終学歴でみると、高卒以下と大卒に大きな変
化がみられる一方、専門性の強い大学院卒や、
高専・短大卒、専修学校・各種学校卒は比較的
変化が少なかった。さらに、職業別にみた場合は、
有意に差がみられる職種とそうでない職種に二
分される。「民間企業・団体の経営者・役員」「公
務員」「学生」の回答傾向は、両調査の間で有意
な差がみられた項目が少ないのに対し、「自営業」

「無職」「専業主婦・主夫」、「民間企業・団体の
勤め人」、「臨時・パート」で社会関係資本の構成
要素の多くで有意な差がみられる。
　したがって、2003年調査と2013年調査との
比較でみられた社会関係資本の変化は、基本的
にこの間の雇用環境と労働市場の変化を反映し
ているものといえる。雇用環境の激変が、近所
つきあいなどの日常的つきあいを壊し、日常的に
出会う人々への信頼も損なったが、社会全般へ
の信頼は維持され、日常のつきあいの希薄化を
埋めようとして、団体参加が高まったとも読める。

震災の影響
　このほか、2010年調査と2013年調査をあわ
せてみれば、東日本大震災の影響をみることも
可能である。調査対象地点（13年100地点、10
年50地点）を東日本大震災における震度 が4.5
以上の地区（被災地）と4.5未満の地区（非被災
地）の2グループにわけて社会関係資本構成項目
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ごとの差を検討した。震災発生前の10年時点で
みられた両グループ間の差は、震災の影響では
なく、被災地（主に東北と東京を含む関東）と非
被災地間の地域差と理解できよう。両者の差が、
震災発生後の13年のデータで大きく変化してい
るとすれば、これは震災が影響している可能性
が高い。
　2010年調査では被災地の値が非被災地の値を
上回っていたが13年調査で逆転した項目、ない
しは13年調査で被災地の値が著減した項目が社
会関係資本関連15項目中9項目と多数に上る。と
くに、身近なネットワークに関連する項目では大
きな変化がみられる。「近所づきあいの程度」と「近
所づきあいの人数」は、震災前の10年時点では両
グループ間でほとんど差がみられなかったが、震
災後の13年では被災地の値が、非被災地の値を
それぞれ9.9％ポイント、6.3％ポイント下回った。
これは被災地での値が低下したことによる。また、

「地縁活動」と「ボアランティア・NPO・市民活動」
の参加率の差もそれぞれ、10年から13年までの
間で、大幅に差が拡大した。これは非被災地の
団体参加率が大幅に上昇したのに被災地における
参加率が変化しなかったことによる。いずれにし
ても「つきあい」については被災地のネットワーク
が大幅に疎遠になり、それにともない特定の個人
を対象とした信頼が低下した。
　集計値の比較、震度別・調査間の差の分析か
らみて東日本大震災は、被災地における社会関
係資本に対して身近な人々とのネットワークを
中心に、負の影響を与え、非被災地の団体参加
率を押し上げ、結果的に非被災地と被災地の間
の社会関係資本の差を拡大させた。また、長期
的にみると、一般的信頼は安定し、団体参加率
は大幅に上昇したが、身近な人々とのつきあい
は希薄化し、それにともない彼らへの信頼も低
下した。つまり、社会関係資本は身近な人々と
のつきあいを中心にほころびをみせている。言
い換えれば、孤立した人はより孤立し、コミュ
ニティが壊れている。

結語
　以上、わずか10年間の間に、今まで当たり前
だと思っていた仲間内のつきあいが希薄になり、
仲間内の信頼も失われつつあるが、それを補お
うと団体参加を強め、社会全体での寛容性や利
他性を示す一般的信頼はかろうじて維持されて
いる。2013年調査は「主観的生活満足度」「孤
立への懸念」「主観的健康感」「抑うつ度」などの
QOL（生活の質）についても尋ねており、これま
で述べてきた、社会関係資本の構成要素とも密
接に関連していることが確認されている。「主観
的生活満足度」は、最近はやりの『幸福論』の幸
福の代理変数としても用いられている。2013年
調査を用いた筆者の分析では、本調査で測った
広義の「社会関係資本」は「主観的生活満足度」の
変化の15％程度を説明している。また、「孤立
への懸念」「主観的健康感」「抑うつ度」に対す
る「社会関係資本」の説明力は５％程度から10％
程度である。「社会関係資本」は、これらのQOL
の指標の主要な説明要素ではないが、あきらか
に限界的には極めて重要な要素である。つまり、
豊かさだけでは人々が満足をしなくなった国で
は、社会関係資本が重みを増す。
　幸いアメリカについてパットナムが指摘した
社会関係資本の全面的な低下ではなく、日本で
は社会全体への信頼は不変で、団体参加は高止
まりしている。超高齢化社会への対応、かなら
ず来る次の災害への対応という意味からも、孤
立を放置しない社会関係資本の再構築を今のう
ちに図る必要がある。

（参考）
稲葉陽二（2014）「日本の社会関係資本は毀損し
たか－2013年全国調査と2003年全国調査から
みた社会関係資本の変化－」『政経研究』日本大
学法学会51巻1号，1-30頁。
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　中央調査社は、10月1日を
もちまして創立60周年を迎えま
した。ひとえに皆様のご高配の
賜物と衷心より感謝いたします。
　今後ともご支援のほどよろし
くお願い申し上げます。

9月の時事世論調査
　9月の時事世論調査の結果、安
倍内閣の支持率は前月比7.2ポイ
ント増の50.7%、不支持率は同7.8
ポイント減の27.3％となった。
　安倍首相は、広島の原爆慰霊
式での挨拶内容が昨年と変わら
ずコピーではとの指摘を受けた。
また、夏休み中に広島市で発生
した大規模土砂災害の一報を受
けてもゴルフを続け、官邸に入っ
てからもすぐに別荘へ帰ったこ
となどで批判されたが、9月に
入ってからの内閣改造で女性閣
僚5人を任命し、石破幹事長を
地方創生担当相とするなどの人
事が好感され、支持率上昇に影
響したとみられる。
　調査は全国の成人男女2,000
人を対象に、個別面接聴取法で9
月5日から8日に実施。有効回収 

（率）は1,291 （64.6％）。

　この時期の国内の動きは、
　台風11号、全国で被害：強
い勢力を保ったまま四国に上陸、
近畿地方から日本海に抜けたが
大雨、土砂災害、突風など全国
で58万人に避難指示が出され、
3人が死亡（8月10日）。
　北方領土、ロシアが軍事演習：
国後、択捉両島を含む千島列島
で、2010年以来2度目の演習を
実施し日本政府は抗議。秋のプー

に（8月21日）。
　ガザ紛争、停戦合意成立：エ
ジプトの仲介でようやく本格的
な停戦で合意。死者はパレスチ
ナ側2141人、イスラエル側68
人となった（8月26日）。

　政党支持率　自民党は前月よ
り3.7ポイント上昇し27.6％と
なった。民主党は前月比1.3ポイ
ント減の4.0％、公明党は0.5ポ
イント減の3.3％となった。日本
維新の会（橋下系）は0.9％で、前
月より0.3ポイント減った。共産
党と社民党はそれぞれ0.3ポイン
ト増の1.8％と0.7％だった。みん
なの党、結いの党、次世代の党
はほぼ前月並みだった。支持政
党なしは59.9％で前月より1.7ポ
イント減少した。

　国民の景気感　「良くなった」は
前月比で2.5ポイント減って7.7％、

「悪くなった」は2.3ポイント増え
て25.3％となった。時事世論景気
指数は前月の129から9ポイント
減って120となり、3 ヶ月連続で
低下し消費税率が上がった4月と
同水準となっている。

　暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月より0.2
ポイント減の3.5％、「苦しくなっ
た」も前月より3.5ポイント減の
29.9％となっている。

チン大統領訪日に悪影響か（8月
12日）。
　G D P成長率6.8%のマイナス：
4 ～ 6月期の年率換算実質成長率
が97年の消費増税時を上回るマイ
ナス幅を記録。とくに個人消費は
前期比5%減と94年以降で最大の
低下となり10%への再増税実施の
妥当性を危ぶむ声も（8月13日）。
　広島市で土砂災害、70人超死
亡：未明の記録的集中豪雨のた
め住宅地近くの山肌が崩れ、大
量の土石流に家屋が流される大
惨事に（8月21日）。
　原発事故による自殺に賠償命
令：福島地裁は、福島第一原発
の避難先で自殺したのは事故に
よるうつ病が原因と認定、4900
万円の賠償支払いを命じる判決
下す（8月27日）。
　Ａ級戦犯法要に哀悼文送る：安
倍首相が4月の法要行事に「祖国の
礎」となったとのメッセージを送っ
ていたことがわかる（8月27日）。
　安倍総理と石破幹事長が会談：
首相とは手法が異なるとして、
安保担当相を固辞していたが会
談後も変わらず、幹事長交代も
確定的に（8月30日）。
　内閣改造を実施：内閣と党役
員人事で、石破地方創生相、江
渡防衛・安保相、幹事長に谷垣
禎一、総務会長に二階俊博氏な
どを決めた。また、経産省に小渕
優子氏など女性閣僚を過去最多
に並ぶ5名を起用した （9月3日）。
　デング熱が発生：70年ぶりに
国内感染者が発生し、感染源と
みられる代々木公園で蚊の駆除
を実施（8月27日）。

　国外では、
　黒人青年射殺で抗議運動拡大：
米ミズーリ州で警官による黒人
青年射殺に対し差別反対運動が
全米に拡がり、現地では暴動も
発生（8月14日）。
　エボラ出血熱の感染拡がる：7
月にアフリカ西部で発生、対処
法がなく急速に感染が拡がり、
死者は2000人に達し、欧米やア
ジアへの感染も懸念される事態

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2006年 07年 08年 09年 10年 11年 12年 13年
143.7 117.2 42.0 61.0 96.8 84.1 97.2 143.8
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